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新・将来推計人口がまさかの上方修正に 
～楽観的だと考える２つの理由～ 

第一生命経済研究所 経済調査部 

主任エコノミスト 星野 卓也（℡：050-5474-7497） 

（要旨） 

〇将来推計人口が公表。総人口は前回 2017年推計から上方修正。外国人流入の前提が大きく上方修

正されていることが主因。出生数の前提は引き下げられているが、前者の影響が上回った形に。

2065年時点で外国人の総人口に占める比率は前回推計：4.7％→今回推計：9.8％とほぼ倍に。 

〇若い世代の外国人流入が見込まれたことで、生産年齢人口、同比率がともに上振れ。高齢化の程

度に関しても、前回推計から緩和する形になっている。 

〇今回の将来推計人口は２つの点でやや楽観的と考える。第一に新興国の賃金水準が日本に追いつ

く中で外国人流入の勢いが鈍る可能性がある。第二に足元の出生率低下がコロナによる一時的要

因と整理されているが、コロナですべては説明できず、出生率低迷が続く可能性がある。 

〇将来推計人口は他のシミュレーションを通じて政策にも影響する。経済財政の中長期試算では労

働投入の上方修正→潜在成長率の上方修正要因になるほか、年金の財政検証でも所得代替率の見

通しにポジティブな作用をもたらすと考えられる。 

 

〇新・将来推計人口：なぜ総人口は上方修正となったのか？ 

 26日に国立社会保障人口問題研究所から、日本の将来推計人口が公表された。将来推計人口は 5年

おきに公表される国勢調査にあわせて改定が行われる。前回は 2017年に公表されており、今回公表さ

れたものはその改訂版である。 

 本稿では、この改定された将

来推計人口（出生・死亡中位仮

定）が前回の推計からどう変わ

ったのか、にフォーカスする。

足元では、2017年推計の想定

（出生中位仮定）よりも出生数

の減少が加速している。しかし、

2065年の将来推計人口は 2017年

推計では 8,808万人とされてい

たところ、今回の 2023年推計で

は 9,159万人とされた（資料

１）。現在から減少していく見

込み自体は変わらないものの、

まさかの上方修正となっている。 

 

資料１．新旧比較：総人口の将来推計値 

 
（出所）国立社会保障人口問題研究所より第一生命経済研究所が作成。 
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〇なぜか？外国人流入の仮定が大きく変更に 

 なぜ上方修正がなされたのか。細かく数字を見ていこう。人口増減は出生と死亡による「自然増減」

と国内への流入・国外への流出による「社会増減」の大きく２つに分解できる。資料２は、2023年推

計と 2017年推計の出生数・死亡数・社会増減の値をそれぞれ見たものだ。これをみると、2023年推計

の出生数は足元の減少を踏まえて全体的に下方修正がなされていることがわかる。死亡数はほとんど

変化がみられない。大きな変化がみられているのは社会増減の部分だ。これはおおむね外国人の流入

者数増加に対応する。今回の推計では外国人の国際移動について 2016―19年の平均的な値が続くもの

と想定されている。この間、外国人労働者の受け入れ拡大などによって外国人の流入が増加しており、

その反映がなされた結果として、2017年推計の前提よりも社会増が倍以上の値となっている。 

 

資料２．新旧比較：出生数・死亡数・社会増減の将来推計値 

 
（注）グラフのスケールが異なる点に留意。 

（出所）国立社会保障人口問題研究所より第一生命経済研究所が作成。 

 

資料３は自然増減と社会増減の各年の累計値について、2023年推計と 2017年推計の差分をとった値

の推移である。自然増減は下方修正されている一方で社会増減がそれを上回る形で上方修正されてお

り、人口全体で上方修正がなされている。総人口に占める外国人の割合も大きく変わっており、前回

推計では 2065年時点で 4.7％とされていたところ、今回は 9.8％、2070年時点では 10.8％と 1割を超

えている（資料４）。外国人流入が増える前提に変更されたことが、2023年推計が「まさかの上方修

正」となった理由である。 

 

 

 

 

 

 



 3 / 6 

 

 
  

 

 Economic Trends ／ マクロ経済分析レポート 

資料３．2021年以降の自然増減・社会増減の修正幅（2023 年推計―2017 年推計） 

 
（出所）国立社会保障人口問題研究所より第一生命経済研究所が作成。 

 

資料４．新旧比較：外国人人口の総人口に占める割合 

 
（出所）国立社会保障人口問題研究所より第一生命経済研究所が作成。 

 

〇年齢構成の変化は？ 

 人口動態を考えるうえでもう一つの関心事は、人口の年齢別のバランスがどう変化したのか、であ

る。資料５では「0-14歳人口」「生産年齢人口（15-64歳）」「高齢者人口（65歳以上人口）」が総

人口に占める比率について、2023年推計と 2017年推計の値を比較している。 
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 これをみると、0-14歳や高齢者といった従属年齢人口の比率が 2023年で下方修正され、生産年齢人

口の比率が上方修正されていることがわかる。労働力や社会保障財政のバランスの観点でもポジティ

ブな方向への修正となっている。 

資料５．新旧比較：年齢階層別人口比率の将来推計値 

 
（出所）国立社会保障人口問題研究所より第一生命経済研究所が作成。 

 これも外国人の前提によるところが大きい。資料６は外国人人口の将来推計値の新旧比較である。

外国人の流入は外国人労働者の増加によるところが大きく、流入するのは若い世代の人たちが中心で

ある。将来にわたってもそうした若い外国人の流入が続くと想定されているため、生産年齢人口の上

方修正につながっている。 

資料６．新旧比較：外国人人口の将来推計 

 
（出所）国立社会保障人口問題研究所より第一生命経済研究所が作成。 
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〇楽観的だと考える２つの理由 

 基本的に、この将来推計人口は現状を踏まえた投影（Projection）であり、予測ではないものと説

明されている。数値の仮定に恣意性が極力混じらないように配慮されており、機械的に作られる部分

も多いものだ。ただ、実際の政策立案においては、将来人口の前提として用いられるケースも多く、

数値が大きく外れるとミスリードを生むことにもなる。 

 筆者は今回の出生・死亡中位前提の推計値は、実際に見込まれる数字に比べるとやや楽観的でない

かと考えている。まず、第一に今回の上方修正の主因となった外国人流入の前提である。2016～19年

の比較的流入が多かった時期が前提に用いられているが、長期的にそれが続くかどうかは不透明な部

分が大きい。日本の外国人受け入れ政策の動向にも大きく左右されるが、基本的に日本が外国人労働

者を多く受け入れてきた新興国では成長余力が大きいため、自国の賃金水準が次第に日本に追いつい

てくることになる。資料７は日本の最低賃金/各国最低賃金の値を「出稼ぎ魅力度指数」としてその推

移を見たものだ。長い目線では多くの国で低下傾向にあることがわかる。自国の賃金が日本の賃金に

追いついてくることで、日本で働く魅力は薄れていくことになる。加えて、韓国など近隣諸国でも少

子化・高齢化・人手不足といった同様の人口問題を抱える中で外国人材の受け入れを強化している。

長期的に同様の流入が続くかどうかは慎重に見ておいた方が良いと思われる。 

 

資料７．出稼ぎ魅力度指数の推移        資料８．新旧比較・合計特殊出生率の仮定値          

 
（注）日本最低賃金/各国最低賃金 
（出所）ILO などから第一生命経済研究所作成。      （出所）国立社会保障人口問題研究所より作成。  

 

 第二に、足元の出生数減少が「コロナ要因で一時的なもの」だと仮定されている点である。資料８

では合計特殊出生率の仮定値を新旧比較している。目先は低下したのちに 2030年ごろには 1.3強程度

まで戻るものとされている。しかし、合計特殊出生率の低下や出生数減少が加速し始めたのは、コロ

ナは関係しない 2019年からである。もちろん、21年・22年の出生数にコロナの影響は及んだと考え

られるが、そのうちどれほどが「一時的なコロナ要因」なのかは判然としない。若者の子供を持つこ

とに対する価値観の変化も取り沙汰される中で、出生率が想定のように戻らないリスクは大きいので
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 本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一生命経済研究所が信ずる
に足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されることがあります。
また、記載された内容は、第一生命保険ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。 
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はないか1。 

 

〇推計値改定：他の政策への影響は？ 

 今回示された社人研の将来推計人口は政府の行うシミュレーションにも用いられており、今回の

2023年版が反映されることで影響が生じうる。将来推計人口が用いられている代表的なもののひとつ

は、内閣府・経済財政諮問会議で半年おきに公表されている「中長期の経済財政に関する試算」だ。

潜在成長率を算出する際の労働投入の前提として JILPT の「労働力需給の推計」が用いられているが、

このベースにあるのが社人研の将来推計人口である。もう一つが 5年おきに公表される年金の「財政

検証」だ。ここでは年金の給付減額（マクロ経済スライド）がいつまで続き、将来の年金水準（所得

代替率：年金額/現役世代賃金）がどうなるかを一定の前提の下で試算する。 

 今回の試算では労働投入を左右する生産年齢人口が前回推計から上方修正されているほか、それに

伴って生産年齢人口/高齢者人口のバランスも改善している。程度はさほど大きくはないだろうが、将

来推計人口の反映はこれらの値を改善させるだろう。 

 

以上 

 
1 この点に関しては、Economic Trends「子どもを持つ選択は「ぜいたく」になったのか？～加速する少子化の考察と将

来出生数シミュレーション～」（2022 年 12 月 9 日）で論じている。 

https://www.dlri.co.jp/report/macro/218617.html 

https://www.dlri.co.jp/report/macro/218617.html

